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第１節 目標年次と目標人口 

 

（１）目標年次 

この計画の目標年次は、平成３３（２０２１）年度とします。 

 

（２）目標人口 

本市の人口は、基幹産業であった炭鉱の閉山を大きな要因として、住民基本台帳では、昭

和 35 年 4 月の 63,360 人をピークに減少が続き、平成 28 年 1 月末現在は 9,229 人とな

り、この 50 年余りの間で約 54,000 人が減少しました。 

 市外転出による社会減に伴い、少子高齢化が加速し、平成 28 年 1 月末現在の住民基本台

帳で高齢化率 45.3％と全国的にも特に高くなっています。 

日本全体が「人口減少時代」となる中、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」

が制定され、同年 12 月に人口の現状と将来の展望を提示する「人口ビジョン」と、5 カ年

の施策を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されました。また、同法

では地方自治体に地方版人口ビジョン及び地方版総合戦略の策定を求めており、それを受け、

本市では平成 27 年 10 月に「三笠市人口ビジョン」と「三笠市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定しました。 

三笠市人口ビジョンの策定にあたり、国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人

口に基づき検討を進めたところ、本市の人口は、平成 52（2040）年には 3,955 人に、さ

らに平成 72（2060）年には 1,963 人にまで減少することが予測されました。また、人口

減少とともに高齢化が進み、平成 52（2040）年には高齢化率は 52.3％にまで達すること

が予測されました。 

 それを踏まえ、三笠市人口ビジョンでは、平成 23 年から実施している移住定住施策に加

え、産業活性化や人口増加を盛り込んだ三笠市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる施

策を実施することにより、平成 72（2060）年の人口推計として同所の推計に基づく予測

よりも 1,109 人多い 3,072 人を目指すこととしております。 

 平成 72（2060）年に 3,072 人の人口確保を目標とするこのビジョンに基づき、第 8

次三笠市総合計画（平成 33（2021）年度末）における目標人口は、8,400 人とします。 

 

■表-3 本市の人口見通し（三笠市人口ビジョンより） 

    

 

 

第５章 基本計画 



基本目標 施策項目 主要事業

⑥子ども会育成連絡協議会活動補助事業

⑦ブックスタート実施事業

①リーダー養成研修会実施事業

②公民館講座実施事業

③子どもたちとの世代間交流事業

Ⅲ 社会教育 ④ことぶき大学実施事業

⑤図書館まつり実施事業

①出前スポーツ教室実施事業
Ⅱ スポーツ・

レクリエーション
②スポーツ環境充実事業

③体育協会及びスポーツ少年団活動補助事業

⑧三笠市教育研究所の継続設置

⑨先輩から学ぼう実施事業

⑩幼児教育推進事業

⑪親子英語教室実施事業

⑫吹奏楽指導者招致事業

⑬学力向上未来塾推進事業

第２節　基本計画の体系一覧
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①高校生レストラン建設事業

②就学経費等助成事業

③小中一貫・コミュニティ・スクール推進事業

④いじめ問題カウンセラー事業

Ⅰ 子どもの教育
⑤少子化対策支援事業（小学校給食費無料化）

⑥特別支援教育支援員配置事業

⑦幼稚園授業料等助成事業（ガンバレ子育て応援事業）
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基本目標 施策項目 主要事業

⑭高校生調理・製菓コンクール実施事業

⑮イルミネーション設置事業

⑧三笠ジオパーク推進事業

⑨花のまちづくり推進事業

⑩宿泊施設整備事業

⑪食の街道づくり推進事業

⑫観光交流センター整備事業

⑬三笠特産品ブランド化事業

③ファミリーランドみかさ遊園整備事業

④観光案内看板等整備事業

⑤三笠を活性化させるイベント実施事業

Ⅳ 観光・開発
⑥三笠市観光振興ビジョン策定事業

⑦道の駅三笠・達布地区活性化事業

①労働者厚生資金貸付事業

Ⅲ 雇用・労働環境 ②南空知地域雇用対策協議会事業

③学生地域定着自治体連携プロジェクト

①三笠鉄道村整備事業

②桂沢国設スキー場整備事業

Ⅱ 商工業・
起業化・企業誘致

⑤商工業振興基金益金充当事業

⑥商業施設整備事業

⑦水資源を活用した新産業創造事業

⑧三笠市商工業振興ビジョン策定事業

⑨石炭地下ガス化等活用研究事業

⑧地域資源循環型木質バイオマス利用可能性・事業化調査事業

⑨坑内水農業活用事業

①商工業等元気支援補助事業

②産業開発促進補助事業

③商工業活性化事業やる気応援補助事業

④中小企業融資貸付事業２
　
人
が
元
気
で
働
け
る
ま
ち
三
笠

①農業担い手確保・育成対策事業

②日本型直接支払交付金事業

③農業チャレンジ補助事業

④かんがい排水事業

Ⅰ 農林水産業
⑤農産物等販路拡大支援事業

⑥都市・農村交流促進事業

⑦農業基盤整備事業
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基本目標 施策項目 主要事業

⑦普通河川等整備事業

⑧都市公園整備・改築事業

⑨橋梁修繕・架換事業

①情報通信環境整備の要請
Ⅷ 情報通信環境

②wi-fi環境等整備事業

④桂沢湖周辺開発要望事業

①生活道路整備事業

②簡易舗装整備事業

③道路側溝整備事業

④凍上道路整備事業

Ⅶ 道路・河川・公園 ⑤道路改良事業

⑥流末排水整備事業

Ⅴ 上下水道 ①配水管改良・メーター器整備事業

②公共下水道整備事業

①市有林保育管理事業

Ⅵ 治山・治水
②桂沢湖周辺景観整備事業

③道道側市有林景観整備事業

③若者移住定住促進住宅建設費用助成事業

Ⅳ 土地・住宅環境 ④若者移住定住促進家賃助成事業

⑤住宅建設等費用助成事業

⑥住まいのリフォーム助成事業

⑦空き家対策等既存住宅ストック有効活用事業

Ⅲ 環境衛生 ③浄化槽設置整備事業

④墓地整備事業

⑤火葬場整備事業

①市営住宅建替改善等事業

②市営住宅整備事業

３
　
人
が
快
適
に
生
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し
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三
笠

Ⅰ 交通環境
①高速道路バス停留所設置推進事業

②市営バス運行事業

Ⅱ 冬の環境

①道路除排雪事業

②ぬくもり除雪サービス事業

③冬快適プラン策定事業

①みどりが丘環境センター整備事業

②地球温暖化防止対策事業
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基本目標 施策項目 主要事業

⑪脳活性化等健康教室実施事業

⑫不妊治療対策推進事業

Ⅳ 健康づくり ⑥乳幼児健康診査事業

⑦乳幼児等定期予防接種事業

⑧健康診査・がん検診事業

⑨水中運動教室実施事業

⑩身体機能低下等予防教室実施事業

⑥救急医療当番医制運営事業

①各種がん検診費用助成事業

②人間ドック費用助成事業

③妊婦教室実施事業

④妊婦一般健康診査事業

⑤乳幼児健康相談・訪問指導事業

⑪乳幼児医療費助成事業

⑫岡山小学校児童館来館支援事業

①市立病院施設維持整備事業

②医師住宅新築事業

③院内保育実施事業

Ⅲ 地域医療 ④高度医療機械整備事業

⑤一般医療機械整備事業

⑤子育てガイドブック作成事業

⑥婚活促進支援事業

⑦結婚出産促進支援事業

⑧結婚新生活支援事業

⑨自立支援教育・高等職業訓練促進等事業

⑩シングルマザー安心サポート事業

４
　
人
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
三
笠

Ⅰ 地域福祉

①生活保護受給者就労支援事業

②生活困窮者自立支援事業

③小地域ネットワーク活動促進事業

①保育所使用料助成事業（ガンバレ子育て応援事業）

Ⅱ 児童・母子・
父子福祉

②乳児紙おむつ購入費用助成事業(ガンバレ子育て応
援事業）

③子育てサロン事業

④子育てボランティア養成講座
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基本目標 施策項目 主要事業

⑦応急処置普及促進事業

⑧消防施設・車両等更新事業

⑨消防通信指令施設整備事業

⑩消防救急デジタル無線設備整備事業

⑪移動系防災デジタル無線整備事業

⑫緊急消防援助隊派遣等資器材整備事業

①災害時、市民自ら考え行動することができる自主
防災組織育成事業

②防災行政無線整備事業

③河川等危険箇所監視システム整備要望事業

④幼少年消防・婦人防火クラブの育成・指導事業

Ⅷ 消防・救急・防災
⑤消防団員加入促進事業

⑥救急救命士育成事業

⑤福祉タクシー事業

①交通弱者を対象とした交通安全啓発事業

Ⅶ 交通安全・防犯・生活安全 ②無人地帯防犯灯整備事業

③人や街にやさしいあかり環境推進事業

④空き家等適正管理事業

⑮権利擁護事業

⑯長寿祝い交付金事業

①居宅介護事業

②日常生活用具給付事業

Ⅵ 障がい者福祉 ③就労支援事業

④聴覚障がい者手話通訳派遣事業

⑨敬老祝い温泉入浴券助成事業

⑩高齢者バス利用助成事業

⑪ホームヘルプサービス事業

⑫老人ホーム短期入所事業

⑬家族介護用品給付事業

⑭総合相談支援事業

４
　
人
が
安
心
し
て
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る
ま
ち
三
笠

①「三笠市高齢者保健福祉計画・三笠市介護保険事
業計画」の見直しと次期計画策定事業

②包括的・継続的ケアマネジメント事業

③介護予防ケアマネジメント事業

④指定介護予防支援事業

⑤生活支援体制整備事業

⑥在宅医療・介護連携推進事業

⑦認知症サポーター養成事業

Ⅴ 高齢者・介護福祉
⑧認知症総合支援事業
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基本目標 施策項目 主要事業

⑧遊休地の販売促進

③人事評価制度の推進

Ⅱ 行財政運営
④行政評価制度の推進

⑤情報通信技術の進歩に伴う広聴広報手段の研究

⑥財政の健全化

⑦遊休施設の販売または除却の実施

⑨コミュニティサポート事業

⑩特命大使活動事業

⑪主要団体協議会の開催

⑫ふるさと三笠会交流事業

①総合行政システム更新事業

②市役所庁舎等環境整備事業

６
 
人
が
未
来
に
向
か
っ
て
夢
を
育
め
る
ま
ち
三
笠

①未来創造会議の開催

②協働ルームの活動推進

③協働のまちづくり推進事業

④まちづくり団体の活動促進

Ⅰ 協働・市民参加 ⑤市政懇談会の開催

⑥移住定住促進ＰＲ推進事業

⑦地域おこし協力隊事業

⑧遠距離通勤助成事業

５
 
人
と
自
然
が
共
存
で
き
る
ま
ち
三
笠

①自然観察講座実施事業

②特別展実施事業（博物館）

③三笠市民文化芸術振興事業

Ⅰ 歴史・芸術・文化

④北海盆おどり実施補助事業

⑤北海盆おどり記念館建設事業

⑥北海盆唄全国大会実施補助事業

⑦市民文化祭実施事業

⑧市民の元気づくり講演会実施事業
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基本目標　１

施策項目

　Ⅰ　子どもの教育

　Ⅱ　スポーツ・レクリエーション

　Ⅲ　社会教育

 人が育つまち三笠 
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Ⅰ　子どもの教育

●　現状と課題

●　基本方針

・近年の社会情勢が、人口減少や価値観の多様化、経済のグローバル化、高齢化の進展など大
きく変化する中で、高等学校においては、生徒の高校選択は普通科志向が強いものの、少子化
による生徒の減少により、募集停止や間口の減少が今後も続くことが見込まれます。
　また一方で、「食」に対する関心の高まりから、今まで以上に美味しく、より安全で安心な
食材や料理の需要が高まってくることが予想されます。
・本市においては、人と人とのつながりや地域コミュニティのあり方など、教育を取り巻く環
境が大きく変化する中、基本的生活習慣や知識・技能の習得状況、学習意欲に課題があるなど
全国と同様の状況となっており、地域の教育力を維持・向上させるため、家庭教育の充実を図
る必要があるほか、学校教育環境の整備・充実、地域の学習素材や人材の活用を組織的に展開
する必要があります。また、児童生徒が年々減少する傾向にある中、人口増加に向けて、市外
からの移住を促すための政策や、市民の子育てを応援するための政策が必要であります。
・平成２３年度からの学校統合の影響による地域との希薄化が懸念されるとともに、近年のい
じめの深刻化や不登校児童生徒の全国的な増加を受け、児童生徒や保護者の抱える悩みを受け
止め、地域が応援団となった学校づくりや学校におけるカウンセリング機能の充実を図る必要
があります。

・子どもたちが将来の夢に向かって頑張っていける教育環境の充実を図ります。
・幼児の健やかな成長に必要な安定的・継続的な教育環境の形成に向け、検討を進めます。
・地域に育まれ、地域に貢献できる地域密着型の魅力ある学校づくりに努めるとともに、実践
的な技能修得に努め、資格を有する職業人としての人材輩出や食品学、栄養学など食と栄養に
関わる様々な専門知識について学び、幅広い分野において活躍が期待できる人材の育成に努め
ます。
・学校教育は、子どもの能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培い、また、国
家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的としており、極めて重
要であります。
　また、新学習指導要領に基づき、子どもたちの現状を踏まえ、確かな学力、豊かな心、健や
かな体といった知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を一層育むとともに、家庭・学
校・地域の連携により、元気でたくましく学びながら成長できるよう学習やスポーツ環境の充
実を図り、子どもたちが社会で生き抜く力を養成します。
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●　主要施策

●　主要事業

　⑥特別支援教育支援員配置事業
　⑦幼稚園授業料等助成事業（ガンバレ子育て応援事業）
　⑧三笠市教育研究所の継続設置

　②就学経費等助成事業
　③小中一貫・コミュニティ・スクール推進事業
　④いじめ問題カウンセラー事業
　⑤少子化対策支援事業（小学校給食費無料化）

　①高校生レストラン建設事業

・児童生徒の教育費に係る保護者負担を軽減するために、小学校児童世帯の保護者が負担する
給食費の無料化を継続するとともに、移住定住促進施策の一貫として保護者が負担する幼稚園
授業料等相当額を市内で買い物ができる商品券で還元するなど、子育て支援政策を実践しま
す。

・障がいを持つ子どもの個々の状況に応じた教育体制を整備するため、特別支援教育の充実を
図ります。

・少子化に伴い岡山、萱野地域の教育環境について検討します。

・学校教育施設の環境整備を検討します。

・本市で育まれた生きる力により成長した子どもたちが様々な分野や土地で活躍し、将来、ふ
るさとの本市に戻り、活躍できるような人材の育成や機運の醸成、環境の形成を目指すふるさ
と回帰支援策などを検討します。

・一般教養と食に関する高度の専門的な知識や技術を有する人材を育成します。
・食に関する学習を通じて経営や商品開発などにつながる豊かな感受性・創造性豊かな人材の
育成及びコミュニケーション能力を育成します。
・就職希望者の就職率100％をめざすとともに、大学や短大､専門学校への進学についても、
100％の進学率を目標とします。
・他校（高校、大学等）との交流、連携強化による技術力の向上や職業観の形成を図ります。

・学習成果を地域で活かせる環境づくりとして、地域との交流事業を実施するほか、地域の特
色を活かした地域に学ぶ教育を推進します。

・基礎基本を重視した学力の向上や生きる力を醸成することで、一人ひとりの個性と能力を伸
ばすことができる教育内容・方法の充実を図り、児童生徒が安心して学び・成長できる学習環
境を維持するため、教育施設環境を整備するとともに、家庭・学校・地域の連携を一層強化す
るため、コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を推進し、幼稚園・高校との交流
も視野に入れたカリキュラムを検討します。

・子どもの心と体の健全な成長に資するため、心の教育の機能充実を図ります。

・親子を対象とした英語力の向上、小中学生を対象とした放課後学習による学力の向上、吹奏
楽の演奏技術の向上など教育機会の充実を図ります。

・教職員の研修機会をつくり、指導体制の充実を図ります。

・新学習指導要領を基本に、本市の特色ある教育と新しい学校教育の実現を図るための研究活
動を進めます。

・子どもたちが将来に向けてしっかりとした目標を持って学び、生きる力を醸成し、一人ひと
りの個性と能力を伸ばすことができる教育の充実を図ります。

　⑨先輩から学ぼう実施事業

　⑬学力向上未来塾推進事業
　⑫吹奏楽指導者招致事業
　⑪親子英語教室実施事業
　⑩幼児教育推進事業
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Ⅱ　スポーツ・レクリエーション

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　③体育協会及びスポーツ少年団活動補助事業

　①出前スポーツ教室実施事業

　②スポーツ環境充実事業

・パークゴルフ場の集客力を高める方法について検討します。

・誰でも気軽に参加できる軽スポーツの普及促進を図ります。

・スポーツ指導者の育成を図ります。

・体育協会及びスポーツ少年団の活動を支援します。

・健康な日々を送るためスポーツ・レクリエーションを日常生活に取り入れ親しむ人口が近年
増加していますが，本市の平成23年9月末現在のスポーツ団体人口は体育協会加盟15団体で
約1,000人、スポーツ少年団加盟5団体で約160人となっています。
・スポーツ・レクリエーションは市民の体力づくりのほか、相互の交流により地域社会の結び
付きを深める効果も期待されることから、さまざまな分野や年齢層にわたりより多くの市民に
参加してもらうことが課題となっています。
　このようなことから団体や指導者の育成、市民が幅広く参加できる施策やスポーツ施設の整
備、活用などに努める必要があります。

・誰もが気軽にスポーツ・レクリエーションに親しみ、健康増進を図ることができる環境づく
りを進めます。
・市民各層にわたるスポーツ振興やレクリエーションの機会提供を図るため、スポーツ・レク
リエーション団体の活動を支援します。
・運動公園については、指定管理者制度による効率的な運営を図るとともに、市民が利用しや
すい施設となるように努めます。

・スポーツ・レクリエーションを楽しめる環境づくりを進めます。

・魅力あるトレーニングセンターとし、利用者増と市民の健康増進を図ります。

・プロの指導者を招致し、技術の向上を図ります。

・プロの指導者と市民との交流の場をつくります。
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Ⅲ　社会教育

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　⑥子ども会育成連絡協議会活動補助事業

　⑦ブックスタート実施事業

　⑤図書館まつり実施事業

　①リーダー養成研修会実施事業

　②公民館講座実施事業

　③子どもたちとの世代間交流事業

　④ことぶき大学実施事業

・高齢者が生きがいを持って生活できる対策を強化します。

・ことぶき大学を継続して開催します。

・読書への関心を高め、創造性豊かな人づくりを進めます。

・三笠市子ども会育成連絡協議会の活動を推進します。

・人間関係の希薄さや社会性の欠如などにより、自主的に行動できない青少年が増えていま
す。
・日常生活における経済的、時間的余裕が少なくなり、自主的に学ぶことが困難となっていま
す。
・単身高齢者世帯の増加や介護を受ける方の増加により、生涯教育を受けることが一層厳しく
なっています。

・何事にも自主的に行動できる青少年の育成に努めます。
・自分のキャリアアップのためなど、学びたい、腕を磨きたいと思うことを自由に学べる体制
の整備に努めます。
・老後を楽しく充実した生活をおくるための施策の実施に努めます。
・地域に根ざした社会教育の推進のための「三笠市社会教育中期計画」を着実に実行します。

・自主的に行動できる青少年の育成対策を強化します。

・やる気のある人が、いつでもどこでも学べる体制を整備します。
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基本目標　２

施策項目

　Ⅰ　農林水産業

　Ⅱ　商工業・起業化・企業誘致

　Ⅲ　雇用・労働環境

　Ⅳ　観光・開発

 人が元気で 
   働けるまち三笠 
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Ⅰ　農林水産業

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　⑧地域資源循環型木質バイオマス利用可能性・事業化調査事業

　⑤農産物等販路拡大支援事業

　⑥都市・農村交流促進事業

　⑨坑内水農業活用事業

　⑦農業基盤整備事業

　③農業チャレンジ補助事業

　④かんがい排水事業

・農業体験ツアーの受入れや農家民宿の開設などを支援し、都市と農村を行き交う新たなライ
フスタイルを広め、交流人口の増加、雇用の創出を図ります。

・本市の農業は、昭和37年をピークに農家戸数が減少の一途をたどるとともに、高齢化が進行
し担い手の確保・育成が急務となっています。
・農産物価格の低迷や生産資材の高騰など厳しい経営環境が続き、経営の効率化や新たな経営
展開などの取組みによる所得の向上が求められています。
・異常気象の影響による農地浸水や排水不良等を解消し、良質で安定的な農産物生産及び多面
的機能の維持が必要です。
・消費者の多様なニーズに応える食料の安定的な生産・供給のため、未利用エネルギーを活用
した農業の展開が必要です。

　①農業担い手確保・育成対策事業

　②日本型直接支払交付金事業

・本市の農業は、空知集治監の設置により始まり、三笠市の歴史とともに歩んできました。今
後も、恵まれた気象条件を背景に良質な農産物を安定的に供給するとともに、国土や環境の保
全、美しい景観の形成など多面的機能の充実に努めます。
・食への安全、安心への関心の高まりに加え、東日本大震災により、食料確保の重要性が見直
される中で、安全、安心な農産物の安定的な生産及び多面的機能を維持するために必要な農業
農村整備を計画的・効率的に推進します。

・本市農業・農村を支える意欲ある人材の育成・確保として、将来の本市農業を支える農業者
や法人など中核的な担い手を育成するとともに、新規就農者及び後継者の確保と育成を進めま
す。

・農業の基本となる優良農地の確保及び整備と効率的な流動化として、農産物の特性に応じた
農業生産基盤の適切な保全管理及び整備を図るとともに、効率的な農地利用を推進します。

・農産物の販路拡大や販売促進などの活動に取り組み、ブランド力の向上と定着を図ります。

・地域木材をエネルギー資源として活用した経済循環の仕組みづくりを検討します。

・新たな産業展開と個性豊かな農村づくりとして、農産物の付加価値向上のための加工・販売
による所得向上や、地域で連携して行う取組みを促進します。

・安全、安心な農産物の安定供給として、今やスタンダードとなっているクリーン農業を定着
させ、安全、安心で高品質な農産物の安定供給を推進するとともに、安定生産に向けた施設等
の整備や未利用エネルギーの活用を検討します。
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Ⅱ　商工業・起業化・企業誘致

●　現状と課題

●　基本方針

・日本の産業経済は、人口減少と少子高齢化社会の進行により、今後も国内の潜在的消費需要
は大幅に減退することが想定されており、先が見えない混沌とした状況にあります。
　本市においても、商工業を取り巻く環境は大きく後退しており、商工業者は、経営規模の縮
小や閉店が相次ぎ、一部の地域では買い物など市民生活に影響を及ぼすなど厳しい状況にあ
り、今後の持続可能な商工業機能の確保が課題となっています。
　また、企業誘致についても、景気回復への先行きが不透明な中、企業側の設備投資は進ま
ず、企業進出が停滞している状況にあり、効果的な対応策が必要です。
・本市には約8割近くの石炭資源が地下に眠っており、この資源を地球温暖化防止を踏まえな
がら活用していくことが重要ですが、その方法が固まっていない状況にあります。
　また新エネルギーについても、平成19年に「三笠市地域新エネルギービジョン」を策定しま
したが、現在では施設等へ新エネルギーを導入するに至っていないことから、これらのエネル
ギーをどのように産業に結びつけ、また市民に還元していくかが課題となっています。

・商工業の振興は、商工業者の自助努力、行政の施策や支援、更には地域住民の理解と協力な
くしては達成できないことから、めざすべき方向性など「将来ビジョン」を共有し、持続可能
な魅力あるまちづくりを推進します。
・地域資源や地域特性を活かした地場産業や成長産業を視野に入れた産業創造の研究や事業に
取り組む起業化を支援し、産業育成と地域振興を推進します。
・企業ニーズに沿った誘致活動を推進するとともに、産業活性化につながる取組みを支援し、
雇用の場の確保と地域の振興を図ります。
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●　主要施策

●　主要事業

　②産業開発促進補助事業

　③商工業活性化事業やる気応援補助事業

　⑧三笠市商工業振興ビジョン策定事業

　⑨石炭地下ガス化等活用研究事業

　④中小企業融資貸付事業

　⑤商工業振興基金益金充当事業

　⑥商業施設整備事業

　⑦水資源を活用した新産業創造事業

・積極的な企業誘致活動を進めるとともに、進出企業への安定経営のため、総合的な支援を行
います。

・炭鉱跡周辺の石炭等資源の利用促進として、本市の炭鉱跡周辺には地下に眠っている石炭に
加え、その石炭に包蔵しているメタンガス（石炭層メタンガス）や、炭鉱坑道に溜まっている
坑内水などのエネルギー資源があり、これらの資源について新しい技術でクリーンに活用し、
新しい産業に結びつけるため国等の研究施設の誘致を含めた取組みを推進します。

・再生可能エネルギー等の活用促進として「三笠市地域新エネルギービジョン」に基づき、太
陽光発電や木質バイオマスなど再生可能エネルギー等の導入によるＣＯ2削減を図り、またそ
の生み出したエネルギーを市民に還元できるような方法を検討します。

　①商工業等元気支援補助事業

・経営強化・地域振興として、経営の向上に結びつく基盤強化、販路拡大など地域振興につな
がる取組みを支援します。また後継者対策として、担い手の育成や事業の承継に取り組む商店
主を支援します。さらに買い物不便の解消など、地域に必要な有益な事業の取組みを支援しま
す。

・持続可能な商店街づくりの推進として、商業地域の空き地、空き店舗の活用支援や商業施
設、宿泊施設、駐車場、公園など商業環境の整備を推進し、中心商業地域の賑わいを創出しま
す。

・商工業の将来像「三笠市商工業振興ビジョン」を策定し、商工業のめざすべき方向性を示し
ます。

・地場製品や三笠らしい特産品の研究、開発、販売、水資源などを活用した新たな産業の創出
や地域社会に貢献する有益な産業の創出をめざす意欲的な起業化や団体、組織を支援します。
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Ⅲ　雇用・労働環境

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　①労働者厚生資金貸付事業

　③学生地域定着自治体連携プロジェクト

・首都圏を中心とする都市部へ人口が集中する今日、本市のような地方では人口減少と少子高
齢化が進行しており、労働力人口も減少することが想定されています。働く側の価値観の多様
化や働き方に変化が見られる中、求人・求職者のミスマッチや企業が求める人材、次世代の地
域産業を担う人材の育成が課題となっています。
　また、労働環境の向上や仕事と生活の調和に向けた取組みが求められています。

・雇用情勢が厳しい中で、労働者の福祉向上と労働環境の充実及び就労機会を拡大し、ゆとり
と潤いのある労働環境の整備を行い、雇用の安定化を推進します。

・雇用の拡大として、既存産業の振興、企業誘致の推進、新規産業の創造により、雇用の拡大
と安定化を図るとともに、職業能力の開発を始め必要な雇用対策を推進します。

・労働環境と労働者福祉の改善として、労働者の雇用安定と労働条件の維持改善を推進するた
め関係機関と連携し、経営者や関連団体等への指導や支援を行うとともに、労働災害や職業病
の予防、福利厚生に対する意識の向上を推進し、安全で快適な職場の形成を進めます。

　②南空知地域雇用対策協議会事業

・江別市内の大学との交流による人材の活用や大学の知的資源の活用に加え、学生の卒業後の
地域定着促進を目指し、江別市やその周辺自治体と連携して新たな仕組みづくりを進めます。
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Ⅳ　観光・開発

●　現状と課題

●　基本方針

・国内における観光事情は長引く不況の影響を始め、人口減少、少子高齢化社会の進行によ
り、潜在的消費需要は年々減退する傾向となっています。一方で、外国人観光客は、「観光立
国」をめざす政府の施策や近隣諸国（特にアジア地域）の経済発展などの影響により、今後も
増加することが想定されており、グローバル化の対応も視野に国内外を問わず各種観光客の
ニーズに沿った施設整備や運営、サービスが必要です。
　また、これからの観光は、行政主導ではなく、市民や関係者の意識の向上や観光ボランティ
アなど市民が一体となった地域の総合力を前面に打ち出す取組みが必要です。
・岡山地区から達布地区にかけては、サンファームエリアの各施設、展望台、達布地区の農村
景観、ワイナリー、良質な農産物、千本桜など多くの資源を有していますが、施設等の老朽化
もあり、魅力ある観光地となっていない状況にあります。
　しかし、歴史と景観などは特色あるものであり、これらを最大限に活かし、点を線で結ぶ地
域一体となった活用が必要です。
・本市では、地質遺産は教育分野、産業遺産は観光分野として、個々に保存してきた経過があ
りますが、本来は、それら全てが本市の歴史であり、価値と言えます。また、それぞれが連動
することにより、まちの大きな物語となり付加価値を高めるとともに、まちをより深く広く知
ることができることから、それらを一つにする必要があります。
・個々の遺産を一つにしても、それを来訪者に伝える手段、組織、人材などの育成も重要であ
ることから、その対策に向けた取組みを進める必要があります。

・観光は、地域の賑わいを創出し、雇用の確保や経済活性につながる重要な産業分野であるこ
とから、その核となる鉄道村、みかさ遊園、桂沢公園の整備・運営を推進するとともに、地域
の史跡や炭鉱遺産のほか民間施設とのネットワーク等による繋がりを強化し、観光ツアーなど
新たなサービスの構築や、観光産業に寄与する人材の確保、組織強化の推進など、観光ホスピ
タリティの向上に努めます。
　また、観光振興を進める上で、市民や関係者の共通意識のもと、地域を誇る環境づくりが重
要であることから、将来像の観光展開のあるべき姿などめざすべき方向性を示します。
・近年の観光客の傾向は、自然や景勝地を見て回る「自然観光」や美味しいものを食べる「グ
ルメ旅行」が目的の上位にありますが、現在、三笠市が有する交通アクセスの優位性及び恵ま
れた自然環境、他の地域にはない特色ある農村景観や農産物という資源を最大限活用した魅力
ある地域づくりに努めます。
・これまで本市が大切にしてきた化石や地質、北海道で最初に敷設された鉄道の歴史、近年価
値を見直されつつある炭鉱遺産群などを一つのストーリーとして結びつけ、地質遺産・産業遺
産を一体的に保全・整備する三笠ジオパークを推進し、本市の魅力を再構築する契機と地元機
運の醸成に努め、新たな魅力を発信することにより観光振興と交流人口の増加を図ります。こ
れに関する一定の環境整備を終えた後、こうした取組みに連動させて幅広い年齢層に対応した
交流人口の増加による地域経済の活性化をめざすため、花を用いたまちづくりの展開を研究し
ます。
・食物調理に精通した人材を育成する三笠高校生の活躍の場を拡大することなどにより、食を
テーマとした地域活性化の機運を高め、交流人口の増加を目指す食のまちづくりを推進しま
す。
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●　主要施策

●　主要事業

・観光振興の将来像「三笠市観光振興ビジョン」を策定し、本市観光のめざすべき方向性を示
します。

・三笠鉄道村の整備を推進します。

・桂沢国設スキー場の整備を推進します。

・ファミリーランドみかさ遊園の整備を推進します。

・外国人（アジア圏中心）観光客の誘致活動として、外国人向けPRグッズの強化（パンフ・ポ
スターの作成）、三笠らしさのある統一的なデザインによる案内標示等の整備を実施します。

　⑮イルミネーション設置事業

　④観光案内看板等整備事業

　⑤三笠を活性化させるイベント実施事業

　⑥三笠市観光振興ビジョン策定事業

　⑦道の駅三笠・達布地区活性化事業

　⑨花のまちづくり推進事業

　⑩宿泊施設整備事業

　⑪食の街道づくり推進事業

　⑫観光交流センター整備事業

　⑬三笠特産品ブランド化事業

・三笠の食材などの高付加価値化や観光産業への経済効果を高めるため、民間企業や農業者、
商業者、三笠高校生などと連携し、ブランド力のある新商品開発システムの構築を目指しま
す。

・地域の食材を活用し、高校生などを対象とした民間企業などとの連携による調理や製菓のコ
ンクールを実施し、三笠高校生の活動の場の拡充やさらなる食を通した地域活性化を図りま
す。

　⑧三笠ジオパーク推進事業

　⑭高校生調理・製菓コンクール実施事業

・地域の個性ある観光素材の活用促進として、地域資源の磨き上げや歴史遺産などの個性ある
観光素材を活かすとともに、地域農業者等との連携により、滞在型の魅力ある地域づくりを進
めます。

　①三笠鉄道村整備事業

　②桂沢国設スキー場整備事業

　③ファミリーランドみかさ遊園整備事業

・三笠ジオパークを核とした観光産業の充実を図るため、ジオサイトの拡充やジオツアーの充
実、ガイドの育成などを推進するとともに、新たに北海盆おどりなどを中心的要素とした本市
特有の観光資源に関する情報発信拠点施設の整備や宿泊需要の増加に伴う宿泊施設の整備及び
インバウンド観光の需要の獲得に向けた整備などを目指します。

・高校生レストランをきっかけとして、三笠高校の卒業生が一流料亭やレストランなどに就職
し確かな技術の研鑽のもと本市にＵターンをし、食をテーマにした「食の街道づくり」をすす
め、卒業生のＵターンによる移住や地元定着による人口増、交流人口の増加及び地域の食材を
活かした「食のまちづくり」を推進し、雇用と若者の人口増加を図り、地域経済の好循環を目
指します。

- 43 -



a

- 44 -



基本目標　３

施策項目

　Ⅰ　交通環境

　Ⅱ　冬の環境

　Ⅲ　環境衛生

　Ⅳ　土地・住宅環境

　Ⅴ　上下水道

　Ⅵ　治山・治水

　Ⅶ　道路・河川・公園

　Ⅷ　情報通信環境

人が快適に 
 生活を楽しむまち三笠 
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Ⅰ　交通環境

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　①高速道路バス停留所設置推進事業

　②市営バス運行事業

・本市の交通環境は、人口の減少や高齢化の進行等により利用客の減少傾向が続き、バス事業
者による路線維持が困難となり、路線の縮小や廃止という状況となっています。バス事業者が
撤退した路線については、市民福祉の向上と利便性を図るため市営バスを運行し、路線の維持
に努めていますが、高齢者や児童など公共交通機関に頼らざるを得ない市民の交通手段を確保
するため、市民による利用拡大を働きかけるほか、地域コミュニティによる車両の共同利用な
ど、多様な手法による交通手段の確保について検討する必要があります。
・本市には高速道路のインターチェンジがあり、自家用車を所有する市民等にとっては道内最
大の都市であります札幌市へのアクセスも容易ですが、一方、本市から札幌へ直行する都市間
高速バスがないことから、自家用車を所有しない市民等は路線バスにより岩見沢経由で札幌に
行くほかなく、通勤・通学等を行う上では不便な状況にあるため、本市への移住定住を促進さ
せるためにもその対策は喫緊の課題となっています。

・将来的な視点で地域性や利用実態等を検証し、市営バス・スクールバス・福祉タクシーなど
の運行を総合的に検討します。
・公共交通機関の活用を優先します。
・札幌圏との公共交通の利便性を向上させることで、札幌の生活圏の一部として認知度の向上
により、都市部からの転入による人口の増加を図るため、その具体的手法として、本市を通過
する都市間高速バスに乗車できるよう高速バス停留所の設置をめざします。

・循環コミュニティバスの運行を継続します。

・高速道路バス停留所設置位置等の具体的な検討を行います。

・東日本高速道路株式会社、バス会社、三笠市などの関係機関で構成する高速道路バス停留所
設置協議会を発足し、高速道路バス停留所の設置に向けた協議を行います。
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Ⅱ　冬の環境

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・坑内水等を利用した流雪溝等の設置に向けた研究を進めます。

　③冬快適プラン策定事業

　①道路除排雪事業

・地球的な気候変動が見られる中、近年は降雪が少ない年や記録的な豪雪に見舞われる年な
ど、冬の気候が異なる傾向にありますが、あらゆる降雪を克服し、快適に冬を過ごすことがで
きる生活環境の構築や仕組みづくりを進めることが重要となっています。
・除排雪に関する要望件数は、小型除雪機の普及とぬくもり除雪事業などにより減少している
ものの、間口の残雪量に対する不満や不公平感、除雪により道路が狭くなったための排雪要望
が大半を占めています。除雪業務の課題として、除雪機械の老朽化が進んでいること、除雪業
務を請負う建設業者の減少や排雪のダンプトラックの確保が困難になっていることなどがあげ
られます。また、運転手の確保や高齢化も問題となっています。

・除排雪体制の強化を図り、冬期間でも快適な環境をつくります。
・除雪機械を更新し、効率的な除雪に努めます。
・お年寄りが除雪をしないで暮らせるまちづくりの推進を図ります。

・除雪および排雪作業を充実させます。

・空き地等を利用するなど工夫を行うことで、排雪作業の効率化を図ります。

・高齢者や障がい者が地域で安心して生活できるように市民と行政が協力し、少ない自己負担
で間口除雪や屋根・窓等の緊急除雪を実施します。

・民間事業者の除雪機械保有に係る負担軽減を図ります。

　②ぬくもり除雪サービス事業
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Ⅲ　環境衛生

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・墓参者が快適に利用できるよう、市内墓地の整備を図ります。

・利便性の良い新たな火葬場を整備します。

・現最終処分場の老朽化している処理機器について整備更新を行い、安定したごみ処理を図る
必要があります。
・一般ごみに混入される資源ごみの混入率が26％ほどあることから、市民の分別意識を高めご
みの減少を図る必要があります。
・浄化槽設置事業の推進と、し尿処理施設の老朽化にともない、維持管理の費用対効果を考慮
した上でミックス（汚泥処理施設共同設備事業）に向けた取組みを進める必要があります。
・現在市内5箇所の墓地について年次的に整備を図っていますが、今後も整備が必要なことか
ら、墓参者が快適に利用できるように整備計画を推進します。
・現在の火葬場は待合所と離れているため利便性が悪いほか、ペット動物の愛着に伴い動物炉
設置への要望も増えており、市民の利便性を高めるため、新たな火葬場の整備が求められてい
ます。

・快適な環境で暮らせるよう、市民とともに新たな環境施策を推進し、生活環境の改善に向け
ごみに対する市民の認識を深め、さらなるリサイクル率の上昇を図り、ごみの減少に向けた取
組みと不法投棄の撲滅を進めるほか、市民が快適に利用できるよう墓地及び火葬場の整備を進
めます。

・現最終処分場における老朽化した設備を整備するほか、さらなる処分場内のごみ飛散対策に
努め、環境保全を図ります。

・市民に対し各種会議や説明会で、ごみの現状や不法投棄等の報告を行い、ごみの減量啓発を
促進させ意識改革を図るほか、地球環境の温暖化防止に対する啓発事業を推進します。

・環境改善の向上を図るため浄化槽設置事業の推進に向けた取組みを進めます。

　①みどりが丘環境センター整備事業

　④墓地整備事業

　⑤火葬場整備事業

　②地球温暖化防止対策事業

　③浄化槽設置整備事業
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Ⅳ　土地・住宅環境

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・市営住宅は昭和20年代から建設が開始され、今日ではエレベーターが設置された住宅等、年
齢や性別、障がいの有無などにかかわらず誰でも利用しやすいユニバーサルデザインを取り入
れた住宅へ変わってきていますが、市内にはまだ従来の基準で建設された段差のある住宅が多
く残っています。また、各地区に点在している市営住宅など今後は集約化を図ることが必要と
なります。
・現在、民間の住宅団地は、「キャンバスステージみかさ」（岡山）と、「グリーンヒルズか
しわ」（柏町）の二つがありますが、いずれもまだ完売されていない状況にあります。
　既存の住宅団地の販売促進を支援し、岡山地区及び三笠中心部への移住・定住の促進を図り
ます。
・移住・定住の促進に向けて民間賃貸住宅を増加させ、空き家や既存住宅などを有効に活用す
る必要があります。

・全ての人が安全、安心で誰でも使いやすい住宅環境をめざします。
・岡山地区は、三笠工業団地があり、その中にある大型商業施設や、道の駅周辺に温浴施設及
びパークゴルフ場などがあり、本市の西の玄関口となっている特色ある地域です。
　これらの特色を活かし、この地域への新たな人口定着をめざすため、既存住宅団地の販売促
進を支援します。
・民間住宅の活用や供給戸数の増加を促進し、移住者・定住者の増加をめざします。

・「三笠市公営住宅ストック総合活用計画」に基づき、榊町団地の建替え事業を進めながら、
安全、安心な住環境の改善を図るとともに、点在した団地の集約化を図りコンパクトなまちづ
くりを進めます。
　また、今後の市営住宅の集約化や長期的な維持管理等について、三笠市住生活基本計画を策
定します。

・本市の若者移住定住対策強化等により、既存の民間住宅団地の販売を支援することで、岡山
及び三笠中心部への居住と新たな住民の受け入れを促進します。

・民間集合住宅の建設に対し助成するとともに、民間住宅に入居する市民や市外からの若者に
対し家賃助成を行い移住定住の促進を図ります。

・市民や市外からの転入者が持ち家や中古住宅を取得する場合の助成、住宅リフォームに対す
る助成を行います。

　③若者移住定住促進住宅建設費用助成事業

　⑤住宅建設等費用助成事業

　⑦空き家対策等既存住宅ストック有効活用事業

　④若者移住定住促進住宅家賃助成事業

　①市営住宅建替改善等事業

　②市営住宅整備事業

　⑥住まいのリフォーム助成事業
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Ⅴ　上下水道

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　②公共下水道整備事業

　①配水管改良・メーター器整備事業

・災害に強い上下水道施設が求められています。
・経年による下水道施設の老朽化に対応する計画的更新が必要です。
・下水道の水洗化率が近年、微増傾向にあります。

・安全、安心な水を安定供給し、下水道の適切な処理による循環型社会の形成をめざすととも
に効率的で健全な経営に努めます。

・建設改良事業長期計画に基づき上水道施設の整備を進めます。

・三笠浄化センター長寿命化計画の策定と計画に基づく浄化センター機器の更新を進めます。

・下水道未接続家屋の戸別訪問を強化し、水洗化率の向上に努めます。
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Ⅵ　治山・治水

●　現状と課題

●　基本方針

・近年、頻発する集中豪雨などによる自然災害や生物多様性への関心の高まりなどから、地球
温暖化防止や国土の保全、貴重な野生動植物の生育の場として森林機能が重要視されてきてい
ますが、これまで、国産木材の価格低迷や就業者の高齢化など林業経営環境の悪化から森林整
備が停滞し森林機能が発揮されていない状況も見受けられます。
　このような中、針葉樹と広葉樹が交じり合った森林など、災害に強く多様な機能を有する本
市にふさわしい森林の整備・保全や施設の適切な管理を進める必要があります。
・自然環境と生活環境の両立・共生のため、環境保全していく部分と環境を創出していく部分
が必要となってきます。川や湖への親近感の増幅と容易に親しむことのできるように、環境に
応じた整備をすることにより親しみやすく集い憩える場所にする必要があります。
・市内には土砂災害危険箇所が点在しており、融雪時期や地球規模の気候変動による集中豪雨
等により地すべりや斜面崩壊などの危険があります。
・治水面では新桂沢ダムと三笠ぽんべつダムが洪水調節施設として平成６年に事業着手しまし
たが、平成２１年度に政府が示したダム事業の進め方により「新たな段階に入らない」状況と
なっています。現在は「関係地方公共団体からなる検討の場」を開催中であり、再開の目処は
たっていません。また、幾春別川本流、支流の1級河川で河川改修の未着手箇所があり、大雨
による河川の氾濫や土砂災害等の危険があります。

・私達が普段当たり前のように思っている安全で快適な暮らし。その裏には、水源のかん養や
山地災害の防止などをはじめとする多大な森林の働きがあります。
　行政区域の86％を森林に囲まれた本市の中で、私達の暮らしを守るために特に重要な役割を
果たしている森林を適切に整備するなど、森林の働きを維持できるよう管理に努めます。
・幾春別川の残された自然河川を保全し、人々が暮らしやすい環境づくりと野生動物が住みや
すい環境づくりの両立を図り、川への親近感の増幅と容易に親しむことのできる水辺の環境を
創出し、安心して楽しむことのできる川づくりを進めます。
・桂沢湖の自然を活かした周辺の整備について、新桂沢ダムの嵩上げの動向を見ながら周辺整
備について国に要望します。
・土砂災害や水害から市民の生命・財産を守るため、ダム事業を初めとする計画的治水と地す
べり対策などの整備促進について要望します。
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●　主要施策

●　主要事業

・地すべり対策など土砂災害対策を北海道に要望します。

・百年先を見据えた森林整備及び保全として、森林資源を適切に把握し、的確な森林整備を行
うとともに、間伐等の保育の適切な実施により、自然災害に強い山づくりを進めます。

・森林に対する市民の理解と協力として、市民の森林機能の必要性を理解いただくため、桜や
紅葉などの植栽活動及び市民が親しめる森林づくりを進めます。

・芸術ダム（堤体レリーフ）を引き続き国に要望します。

・鮭の稚魚放流場を引き続き国に要望します。

・桂沢湖周辺整備について国に要望します。

　③道道側市有林景観整備事業

　④桂沢湖周辺開発要望事業

・一級河川の幾春別川及び支流の河川改修事業を、国・北海道に要望します。

・新桂沢ダムと三笠ぽんべつダムの建設促進を引き続き国に要望します。

　①市有林保育管理事業

　②桂沢湖周辺景観整備事業
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Ⅶ　道路・河川・公園　

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・橋梁、公園の計画的な架換・改築・修繕等を行います。

・三笠を通過する北海道観光ルートを堅持できるよう、一般国道及び主要道道の道路整備事業
の要望を行います。

・普通河川等の整備促進や河畔林の伐採など適切な維持管理を行います。

・市街地道路の舗装や道路排水は老朽化が進んでいることから、安全な利用に影響が出ている
ばかりではなく、環境や景観を損ねています。
・三笠特産の野菜やワインなどを中心とした農業観光、石炭産業、化石を活かした観光など、
三笠ならではの資源による観光振興を図るため、インフラ整備が必要となっています。
・農業地域の市道については、未舗装で幅員も狭く側溝も整備されていないところが多く、近
年の農業機械の大型化にともなう道路の拡幅や、排水施設の設置など整備が望まれています。
・広域道路（国道・道道）については、将来にわたり、重要観光ルートとしての交通量を確保
するため、安全性や利便性の良い道路への改良が必要となっています。
・地球規模で発生している気象の変化に備え、雨水対策が急務となっています。また、河川整
備においては治水機能とともに、水に親しむことができる整備が求められています。
・高度成長期に整備が進んだ橋梁や公園について、施設の老朽化が急速に進んでおり、計画的
な架換、改修や維持修繕が必要となっています。

・市民生活に密着した道路整備を進めるとともに、本市の特徴を活かした観光道路の整備を図
ります。また、未舗装路線の解消を図ります。
・未改修河川の整備を進めるとともに、大雨に備えた適正な維持管理を図ります。
・市民の憩いの場となる公園の整備と改築を進めます。
・既存社会資本施設（道路、橋梁、公園等）の計画的な架換、改築や維持修繕等の管理に努め
ます。
・広域道路の整備促進を国・北海道に要望します。

・市民生活に密着した街区道路などの整備を促進します。

・未舗装である主に農業地域の市道の簡易舗装と道路側溝について、農業の制度との連携や受
益者負担などを調整し、整備を進めます。

・観光事業と連携した道路整備を進めます。

　⑧都市公園整備・改築事業

　⑨橋梁修繕・架換事業

　④凍上道路整備事業

　①生活道路整備事業

　③道路側溝整備事業

　⑤道路改良事業

　②簡易舗装整備事業

　⑥流末排水整備事業

　⑦普通河川等整備事業
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Ⅷ　情報通信環境

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・光通信回線の整備は民間事業者が行っており、岡山地区と三笠地区についてはほぼ光通信回
線対応地区となりましたが、その他の地区での供用開始までには至っていないことから、利便
性の向上を図るため対応地区の拡大を引き続き要望する必要があります。
・近年増加する外国人観光客の受け入れに向けてはwi-fiなどの情報通信環境の整備が重要とさ
れており、公共施設など観光客が訪れる場を中心に整備が必要です。

・光通信回線等、提供エリアの拡大を引き続き民間事業者に要望するとともに、新たな高速ブ
ロードバンドの普及について調査・研究に努めます。
・観光客の利便性の向上を図るため、公共施設を中心にwi-fi環境など情報通信環境の整備をめ
ざします。

・情報格差解消のため、環境整備の推進を関係機関に要請します。

　①情報通信環境整備の要請

　②wi-fi環境等整備事業
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基本目標　４

施策項目

　Ⅰ　地域福祉

　Ⅱ　児童・母子・父子福祉

　Ⅲ　地域医療

　Ⅳ　健康づくり

　Ⅴ　高齢者・介護福祉

　Ⅵ　障がい者福祉

　Ⅶ　交通安全・防犯・生活安全

　Ⅷ　消防・救急・防災

人が安心して 
 暮らせるまち三笠 
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Ⅰ　地域福祉

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　①生活保護受給者就労支援事業

　②生活困窮者自立支援事業

　③小地域ネットワーク活動促進事業

・景気の低迷、扶養意識の希薄化などにより、生活が困難な人が増加し、現状は生活保護率が
依然として高く推移しています。経済的生活困窮者の相談を受け、様々な制度を活用して支援
するとともに、生活保護受給に至った世帯への支援を行っていますが、自立意欲を促すよう助
言や指導を継続して行う必要があります。
・近年の少子高齢化や核家族化、生活スタイルの変化などにより、家族や地域社会の支えあう
機能が低下し、地域で支えあって暮らすことが難しくなっています。
・地域住民が支えあう社会を実現するためには、行政や関係機関、地域住民などが協力をしあ
い、地域福祉の担い手となる人材の育成などを推進する必要があります。
・日頃から支えを必要とする高齢者などが、地域社会から孤立しないようにする必要がありま
す。

・生活困窮者の自立支援として、生活保護制度を適正に運用し、経済的に立ち行かなくなった
市民を支援するとともに、助言や指導を行い自立を促します。
・子どもたちや高齢者、障がい者など誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住
民同士のつながりや支えあいを大切にした地域福祉の充実に努めます。

・生活保護制度などの適切な運用として、ハローワークなど関係機関と連携して、保護世帯の
自立助長・自立支援、福祉相談体制の充実を図ります。また、民生委員児童委員と連携し、保
護世帯への見守りを行います。

・地域福祉意識の向上として、地域福祉に関する情報提供を行い意識の向上に努めます。

・地域福祉推進体制の強化として、社会福祉協議会などの関係機関と協力しあい、地域福祉の
担い手となる人材の育成に努めます。

・地域福祉活動の促進として、町内会や社会福祉協議会、民生委員児童委員、関係団体などと
協力しあい、地域ぐるみの支えあい、子どもたちや高齢者の見守り活動などの地域福祉活動を
促進します。
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Ⅱ　児童・母子・父子福祉

●　現状と課題

●　基本方針

・市民と協働し、子どもたちの成長に合わせた支援の仕組みや拠点づくりをするために、子ど
もの権利を保護し、地域ぐるみで子育て支援を推進する必要があります。
・発達が気になる子ども、障がいのある子どもや児童虐待などで、特に支援が必要な家庭に対
しては、子育て支援センター、保育所、ことばの教室、幼稚園、障がい福祉サービス事業所な
どの関係機関が連携して相談・支援を行っていますが、その体制をより強化するための専門的
で中心的な役割を担う機関の確立が望まれています。
・全国的に少子化が急速に進み、本市においても就学前児童の数は減少に歯止めがかからない
状況にあります。
・世帯の核家族化や共働き、ひとり親世帯などの増加により、幼児、児童の未熟さや保護者の
過保護・無関心により成長しきれない子どもたちが増えてきています。一方、核家族化や共働
き世帯の増加にともない、保育所、幼稚園に子どもを預けたいと望む家庭は増えています。特
に３歳未満児保育、延長保育、一時保育などの希望者は増えており、ライフスタイルに応じた
きめ細かい保育サービスの提供が求められています。また、保育施設については老朽化の著し
い施設の整備が望まれており、快適な保育環境を整えることが必要です。
・ひとり親世帯は、母子家庭では経済的状況において、父子家庭では日常生活において、育児
が困難な状況が多く見られ、そのための就業支援や日常生活支援が求められています。

・子どもの健全育成として、市民と行政が連携を強化し、支援拠点の整備を行い、子どもたち
の成長に合わせた支援を行います。
・発達支援として、発達の遅れや障がいのある子どもがいる家庭の相談・支援体制を強化しま
す。
・保育環境の充実として、ライフスタイルに応じたきめ細かい保育サービスの拡充を図るとと
もに、良好な保育施設の整備を進めます。
・ひとり親世帯への支援として、自立支援施策の推進や相談・助言体制の充実を図り、子ども
の健やかな育成と世帯の自立を促します。
・少子化に対応し、若い世代が安心して子育てができるよう、負担の緩和や支援体制の構築な
どに努めます。
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●　主要施策

●　主要事業

・岡山小学校に通う3年生までの児童館来館の交通手段を確保し、仕事と家庭の両立を支援し
ます。

・子どもの健全育成として子どもの権利に関する条例の制定に向けて検討します。さらに市民
団体、関係機関と連携して、切れ目のない子育て支援のネットワークを充実し、子育てに悩む
家庭の発見・支援に努め、虐待予防につなげます。

・市民団体と連携して、親子ひろばの運営や子育て支援情報の発信、子育て世代向け講座の企
画を行います。

・幼稚園、保育所が地域との交流を進め、子どもの豊かな人間性を育みます。

・虐待等個別な支援が必要な家庭への対応を行います。

・子育て支援拠点、保育施設、子どもの遊び場の整備と管理を行います。

・発達支援の充実として発達の遅れや障がいのある子どもがいる家庭の子育てに関する相談体
制を強化します。

・保育の強化として、延長保育、一時保育等の多様な保育サービスを維持し、医療機関と連携
した病児・病後児保育を検討します。また保育ニーズを考慮した施設再編の検討とともに、施
設の老朽化対策を進めます。

・ひとり親世帯への支援として、相談体制や福祉サービスの情報提供及び支援を行います。

・若い世代が子育てに対し、さまざまな不安や悩みを解消し、安心して育児ができるよう手助
けをするため、子育て情報の提供、支援体制の充実に取り組みます。

・少子化に対応するため、結婚や出産など人口増加に寄与する方を応援します。

・少子化に対応した子育て支援として、国や北海道の施策を踏まえ、子どもの医療費の負担軽
減を検討します。

　⑫岡山小学校児童館来館支援事業

　①保育所使用料助成事業（ガンバレ子育て応援事業）

　②乳児紙おむつ購入費用助成事業（ガンバレ子育て応援事業）

　③子育てサロン事業

　④子育てボランティア養成講座

　⑤子育てガイドブック作成事業

　⑥婚活促進支援事業

　⑦結婚出産促進支援事業

　⑧結婚新生活支援事業

　⑨自立支援教育・高等職業訓練促進等事業

　⑩シングルマザー安心サポート事業

　⑪乳幼児医療費助成事業
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Ⅲ　地域医療

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・経営改善の取組みとして、医療サービスを低下させない見直しにより経営改善を進めます。

・公的病院機能の存続として、機能を維持するため、計画的に医療機械の整備を進めます。

・重症化してからの治療の場合には、地域社会への復帰が困難となることがあります。近年、
このような患者が多く見受けられます。
・市立病院本館が建設後50年経過し老朽化が進んでいます。
・市立病院新館についても、25年を経過し設備の更新時期にあります。
・患者負担割合の引上げや総体的な人口減による患者数の減少及び診療報酬の引下げ影響によ
る収入額の減少並びに患者数の減少による空スペース発生などの管理経費の非効率運営及び職
員の高年齢化により人件費割合が高いため、経営収支について課題があります。
・市立病院の医師、看護師について、年齢のバランスに配慮した確保ができていないという課
題があります。
・市立病院の医療機械が更新時期にきていることから、計画的な機械等の更新をする必要があ
ります。
・市民の健康を守っていくためには、医療機能の確保は重要な要素であり、市内の基幹病院で
ある市立病院は必要不可欠な施設であることから、引き続き市立病院を存続維持していく必要
があります。また、夜間や休日の救急医療体制については、医師会を中心に市立病院のほか民
間病院とも連携し、確保していく必要があります。

・高齢化や単身高齢者世帯の増加が進む状況において、お年寄りが安心して地域で暮らせる環
境を確保するため、住民が病気になった時やケガをした時に、地元で安心してかかることので
きる市立病院の存続に努めます。
・市民の健康を守り安心して暮らせるよう、市立病院の機能確保を図るとともに、市立病院と
民間病院との連携により安心して受けられる地域医療体制を確保します。

・市立病院建物の存続として、安全な施設環境が維持されるよう、建物の維持整備を進めま
す。

・医師及び看護師の確保として、医師を確保するため医師住宅の建替え整備を進めます。さら
に看護師等の働きやすい職場環境づくりと若年層看護師確保のため、院内保育を進めます。

　③院内保育実施事業

　⑥救急医療当番医制運営事業

　②医師住宅新築事業

　①市立病院施設維持整備事業

・救急医療体制の確保として、診療時間以外の急病に対応するため、夜間・休日における市内
医療機関の当番医制の運営を行います。

　⑤一般医療機械整備事業

　④高度医療機械整備事業

- 59 -



Ⅳ　健康づくり

●　現状と課題

●　基本方針

・国民健康保険は、国民皆保険の中核をなす地域医療保険として、市民の健康保持に大きな役
割を担っています。しかしながら、医療の高度化や生活習慣病の増加などにより医療費が増加
している状況にあります。今後の国民健康保険制度改革の内容を見据えながら、運営の長期安
定に向け、国・北海道等に働きかけ国民健康保険財政の健全化が必要となります。
・核家族化が進む中で、出産や育児、子育てに不安を抱えている人達の不安を軽減し健やかな
子を育むため、母子の健康づくりを支援していく必要があります。
・近年の疾病構造は、がん、心臓疾患、脳血管疾患の３大生活習慣病が死亡原因の上位を占め
ています。今後も、各種検診事業や健康診査、健康教育などの保健事業に取組み、疾病の予防
から早期発見、早期治療に努めていくとともに、生活習慣病予防対策を重点的に推進する必要
があります。
・わが国は、世界一の長寿国ですが、一方で高齢化にともない介護状態となる高齢者が増加し
ています。このため、介護状態にならないよう市民一人ひとりが早期から健康づくりに取組む
ことが課題となっています。

・国民健康保険事業の安定化を図るため、医療費の適正化や疾病の早期発見、予防のための人
間ドック事業の充実、運営財源となる保険料の収納対策に努めます。
・妊娠や出産、育児への不安や負担を軽減し、母子の健康づくりを促進します。
・赤ちゃんから高齢者までの健康の維持と増進に向けて、「予防」を重視した取組みを進める
とともに、「自分の健康は自分でつくり守る」というヘルスプロモーションの意識啓発を進
め、市民一人ひとりが主体的な健康づくりに取り組めるよう支援します。
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●　主要施策

●　主要事業

　④妊婦一般健康診査事業

・国民健康保険被保険者に対する各種健康診断への助成を行います。

・人間ドック費用助成などによる重症化の防止を図ります。

・健康づくりに対する啓発として、市民の健康管理や健康増進に対する意識の向上を図るた
め、健康づくりに関する正しい知識や情報を提供するとともに、健康教室などをとおしてＱＯ
Ｌ（生活の質）を高める事業に取り組みます。

・母子保健の推進として、妊娠から出産・小児期に至る継続的な保健事業をとおして、子ども
が健やかに育つ環境をサポートします。

・感染症対策の推進として、定期の予防接種のみならず、国が推進する任意の予防接種事業を
措置するとともに、その有効性を積極的に情報提供し、集団感染や疾病の重症化の予防に努め
ます。

・生活習慣病予防対策の推進として、がん、心臓疾患、脳血管疾患、糖尿病などの生活習慣病
の予防に向けた取組みを進めます。

・がん対策の推進として、がん予防に関する情報提供や啓発及び各種がん検診の受診勧奨に努
め、がんの早期発見・早期治療につながるよう取り組みます。

・介護予防・認知症予防の推進として、高齢者が将来的に寝たきりなどの介護状態とならない
よう、介護予防や認知症予防に有効な事業の実施を、民間事業者も交えながら取り組みます。

　①各種がん検診費用助成事業

　②人間ドック費用助成事業

　③妊婦教室実施事業

　⑪脳活性化等健康教室実施事業

　⑫不妊治療対策推進事業

　⑤乳幼児健康相談・訪問指導事業

　⑥乳幼児健康診査事業

　⑨水中運動教室実施事業

　⑩身体機能低下等予防教室実施事業

　⑦乳幼児等定期予防接種事業

　⑧健康診査・がん検診事業
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Ⅴ　高齢者・介護福祉

●　現状と課題

●　基本方針

人福祉センターを始めとする老人福祉施設で、高齢者の趣味や学習、憩の場を提供するととも
に、老人クラブや高齢者福祉団体へ補助金を交付して支援しています。今後は、高齢者が自ら
の能力・趣味を活かしながら、地域とのふれあいの中で生きがいを持って健康でいきいきと生
活をおくることが求められています。高齢者の活動拠点となっている老人福祉センターは建設
から30年程経過し設備、施設の老朽化が進んでいることから整備が必要となっています。
・核家族化や介護者の高齢化が進んでおり、家族だけでの介護が困難になってきています。
・本市における65歳以上の高齢者人口は人口の42.5％を占めるとともに、介護状態や認知症
になるリスクが高い75歳以上の高齢者人口が24.2％を占め、すでに「超高齢社会」に入って
います。
・高齢者が、健康で生きがいのある暮らしを続けるためには、介護予防や認知症予防が必要で
すが、あわせて不活発な生活で起きる心身機能低下（廃用症候群）による寝たきりなどを予防
するため、閉じこもり予防・外出支援も必要となっています。また、健康維持や生きがいづく
りのために社会参加や働きたいと思う高齢者の活動の場や支援体制づくりが課題となっていま
す。
・高齢者が必要とするサービスを利用することができ、安心して暮らし続けられる環境づくり
が必要となっています。
　また、高齢者の虐待防止などの権利擁護への対応も求められています。

・介護を必要とする高齢者が、可能な限り住み慣れた地域や家庭で生活が継続できるよう、地
域におけるサービス基盤の整備に努めます。
・高齢者が介護を必要とする状態等になることを予防します。
・高齢者が、安心して生き生きと暮らし続けることができるよう、介護予防や生きがいづくり
を支援するとともに、必要なサービスが選べる環境をめざします。
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●　主要施策

●　主要事業

　

・介護予防・生きがい対策の推進として、介護予防や閉じこもり予防の意識の向上を図り、外
出支援に努めるとともに、高齢者の集いと交流の場づくりや高齢者の生きがいづくりを支援し
ます。

・社会参加・生きがいづくりとして、老人クラブや社会福祉団体が行う生きがいづくり・健康
づくり事業などを支援します。

・高齢者の活動拠点である老人福祉センターの施設整備をします。

・永年にわたる貢献に感謝の意を表するとともに相互扶助の精神を養い、高齢者福祉への理解
と関心を高めるため、100歳（百寿）と88歳（米寿）の記念に長寿祝い金を交付します。

・介護予防として、高齢者が介護又は支援を必要とする状態となることを予防するため、地域
包括支援センターの充実や老人クラブ活動など高齢者の社会参加と社会貢献を促進します。

・介護支援として、ニーズに対応した居宅サービスや施設サービスの整備に努めます。

　⑧認知症総合支援事業

・高齢者サービスの充実として、地域住民や関係機関、行政などが連携して、医療、介護、生
活支援などの必要なサービスが一体的に提供される「地域包括ケア」のより一層の推進に努め
ます。

・地域環境の整備として、高齢者が気軽に相談できる体制や、就業のための支援など安心して
暮らせる環境の整備に努めます。

・権利擁護の推進として、関係機関と連携・協力し高齢者への虐待防止、虐待の早期発見、早
期対応に努めるとともに、判断能力が不十分な認知症高齢者等の成年後見制度の利用支援など
に努めます。

　①「三笠市高齢者保健福祉計画・三笠市介護保険事業計画」

　　の見直しと次期計画策定事業

　②包括的・継続的ケアマネジメント事業

　③介護予防ケアマネジメント事業

　④指定介護予防支援事業

　⑤生活支援体制整備事業

　⑥在宅医療・介護連携推進事業

　⑦認知症サポーター養成事業

　⑮権利擁護事業

　⑯長寿祝い交付金事業

　⑨敬老祝い温泉入浴券助成事業

　⑩高齢者バス利用助成事業

　⑪ホームヘルプサービス事業

　⑫老人ホーム短期入所事業

　⑬家族介護用品給付事業

　⑭総合相談支援事業
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Ⅵ　障がい者福祉

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

・ノーマライゼーションの理念に基づき、障がい者が地域社会の一員として日常生活を営み活
動できる社会を築いていくためには、市民一人ひとりの理解と協力をいかにして促進していく
かが最も大切なこととなります。
・障がい者とその家族が地域で安心して暮らすためには、在宅や施設のサービスが準備されて
いるだけでなく、障がい者の状況などに応じて適切なサービスにつなげるための情報提供や相
談・支援体制が重要となります。
・障がい者が自分の能力を活かしながら生きがいを持って暮らすために、就労に対する支援、
障がい者も社会参加しやすい環境が求められています。

・障がい者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすために、ノーマライゼーション社会
の実現をめざすとともに、障がい者の自立した生活への支援や、積極的な社会参加の支援に努
めます。

　⑤福祉タクシー事業

　③就労支援事業

　④聴覚障がい者手話通訳派遣事業

・障がいに関する啓発活動の充実として、子どもから大人まで、家庭や地域、学校、会社など
の場面で、障がい者の人権や障がいに関する正しい理解と知識を深めるため、関係機関や行政
などが協力しあい、広報・啓発活動を推進します。

・地域生活支援体制の充実として、自立した地域生活を支援するための情報提供や相談・支援
体制の整備、在宅サービスの充実に努めます。また、グループホームやケアホーム等福祉施設
の民間による整備を促進します。

・就労・社会参加への促進として、関係機関との連携を図りながら、就労相談・支援を行うと
ともに、障がい者がいきいきと活動できるよう外出などの支援を行うなど、社会参加しやすい
環境づくりに努めます。

　①居宅介護事業

　②日常生活用具給付事業
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Ⅶ　交通安全・防犯・生活安全

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　②無人地帯防犯灯整備事業

・交通事故を起こさない、そして犯罪などを誘発させないという日頃からの心掛けと実践によ
り、自分の身は自分で守るという意識の高揚が必要であります。
・高齢化社会の進展にともなう交通事故対策や凶悪犯罪対策のため関係機関や団体との連携が
必要であります。
・地域の防災、防犯等の観点を含め、居住環境の向上を図ります。
・農村地域などに暗いところがあり、住んでいる方も生活に不安を感じる可能性があります。
・町内会等が維持管理を行っている街路灯の器具が経年劣化し照明が消えている箇所があり、
交通安全及び保安等のために整備する必要があります。

・交通事故や犯罪を未然に防ぎ、市民がより安心して生活できる安全な環境を整備するため、
市民総ぐるみで、交通安全、防犯意識の高揚に努めます。
・危険性が高く景観を損う空き家等が放置され、管理不良な状態となることを防止するため、
生活環境の保全及び防犯等に努めます。
・農村部などの暗いところを解消し、市民生活の安全、安心を図ります。
・街路灯などの整備を進め、市民生活の安全、安心を図ります。

・交通安全・防犯意識を高めます。

・高齢化社会に則した、交通環境の整備を進めます。

　④空き家等適正管理事業

　③人や街にやさしいあかり環境推進事業

　①交通弱者を対象とした交通安全啓発事業

・快適な生活環境の整備を進めます。

・空き家等の適正管理に向け必要な整備を進めます。
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Ⅷ　消防・救急・防災

●　現状と課題

●　基本方針

●　主要施策

●　主要事業

　②防災行政無線整備事業

・近年の災害事象は、災害の複雑化、地震等の自然災害等により大きな被害の発生が憂慮され
ます。また、市民の高齢者の増加により救急救命活動に対する市民の期待も高まっています。
これらに対応するため、消防行政のさらなる高度化を図る必要があります。
・災害の被害を最小限度に抑えるには、被災状況を的確に把握し速やかに市民に伝え、市民自
らが考え行動する必要があります。

・市民一人ひとりの防災意識の高揚と、消防救急体制の充実強化、施設の整備を行います。

・防災講習会をとおして市民の防災意識の向上に努めます。

・災害の情報収集、伝達方法を見直し市民の安全、安心の向上に努めます。

・緊急速報導入など携帯電話を活用した緊急情報の共有について研究します。

・防災備蓄等、避難所対策や関係機関との協定を進め、防災体制の強化に努めます。

・被災時の住民対策の充実に努めます。

・災害予防対策を充実します。

・消防、救急、救助体制を強化します。

・ヘリコプターによる消火技術の開発を北海道と共同研究します。

　①災害時、市民自ら考え行動することができる自主防災組織育成事業

　⑨消防通信指令施設整備事業

　⑩消防救急デジタル無線設備整備事業

　⑪移動系防災デジタル無線整備事業

　⑫緊急消防援助隊派遣等資器材整備事業

　③河川等危険箇所監視システム整備要望事業

　④幼少年消防・婦人防火クラブの育成・指導事業

　⑤消防団員加入促進事業

　⑥救急救命士育成事業

　⑦応急処置普及促進事業

　⑧消防施設・車両等更新事業
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基本目標　５

施策項目

　Ⅰ　歴史・芸術・文化

人と自然が 
 共存できるまち三笠 
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Ⅰ　歴史・芸術・文化

●　現状と課題

●　基本方針

・芸術や文化に対する価値観の低下が懸念されることから、芸術や文化を通じて楽しさや喜び
を実感できるように、芸術や文化に接しやすい環境を整備していくことが必要です。
　また、北海盆唄発祥の地として北海盆唄とともに北海盆おどりを後世に引継ぎ、本市の一大
イベントとして道内外から多くの参加を得るための対策が必要です。
・本市の博物館は、古生物展示室のアンモナイト化石を展示の目玉とし、その他にも郷土出身
者（森山・黒川博士他）、炭鉱関係、空知集治監、森林資料等の展示室がある総合博物館であ
ります。平成21・22年度の2か年で本館展示室等の改修を行い、リニューアルオープンしま
した。これに加えて今後更に、本市の歴史・文化資料（炭鉱や集治監、郷土出身者等）の保存
や展示、研究等についても行っていく必要があります。

・心豊かな市民生活及び活力ある社会の実現に寄与することを目的としている三笠市民文化芸
術振興条例に基づく施策を着実に実行します。
・一流の芸術・文化などに直接触れることで市民が歴史・芸術・文化について認識するととも
に、自ら発表する機会の充実を図ります。
・みかさ北海盆おどりを日本で有数の踊りとするとともに、本市が発祥の地である北海盆唄と
ともに、大切に保存、伝承します。
・本市の歴史・文化を再認識するとともに、大切に保存・伝承します。
・三笠市立博物館は現在、日本一のアンモナイトの展示数を誇っており、今後も継続して本物
の化石や人文資料の保存・展示を行うとともに、夏季には特別展を実施します。
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●　主要施策

●　主要事業

　⑦市民文化祭実施事業

　①自然観察講座実施事業

・博物館機能を拡充し、利用促進を図ります。

・子どもや若者が一流の作品などを鑑賞する機会を拡充します。

・みかさ北海盆おどりを全国に発信するとともに、次世代に引き継いでいきます。

・三笠の歴史や文化資源を効果的に保存・伝承します。

・市民自ら発表する機会を拡充します。

・鉄道施設の文化財登録の研究を行います。

・郷土芸能団体の後継者育成のための施策を研究します。

・郷土芸能団体の活動を支援します。

・著名人の講演会など通じて文化に親しみ、豊かな心や教養、郷土愛を育みます。

　②特別展実施事業（博物館）

　③三笠市民文化芸術振興事業

　⑧市民の元気づくり講演会実施事業

　④北海盆おどり実施補助事業

　⑤北海盆おどり記念館建設事業

　⑥北海盆唄全国大会実施補助事業
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基本目標　６

施策項目

　Ⅰ　協働・市民参加

　Ⅱ　行財政運営

人が未来に向かって 
 夢を育めるまち三笠 
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Ⅰ　協働・市民参加

●　現状と課題

●　基本方針

・現在、協働のまちづくりとして、各連合町内会単位で構成されている「協働ルーム」を中心
に、その他市民団体等が活動していますが、どちらも担い手不足等のため、連合町内会でも新
たな取組みを実施することができておらず、まちづくりに関する市民活動が活発とは言えない
ことから、市民とともに考え、協力してまちづくりを行うための環境づくりが必要です。
・少子高齢化や核家族化、単身世帯の増加など、人間関係の希薄化等により、福祉・医療・防
災など様々な分野において、地域全体で助け合い・見守り・支えあう社会の形成が今後ますま
す重要になります。
　現状行われている市民活動やコミュニティ活動をより一層活発化・発展させ、地域住民や団
体、ボランティア、行政等が連携し協働できる体制づくりを進める必要があります。
・歴史や伝統を後世に引き継いでいくためにも、郷土「みかさ」への関心を高め、市民自らの
選択と責任により、個性豊かで、「このまちに住んでいてよかった」と思えるまちづくりが必
要です。
　また、各種情報を積極的に発信し情報共有することで、市民と市がともに考え、協力し、新
しいまちづくりを進めるとともに、移住や定住希望者から選ばれる住みよい地域に発展させる
必要があります。

・地方分権時代のまちづくりについて、協働ルームをはじめ、未来創造会議や市民懇談会等で
市民から意見を聴いた上で、市民と行政による協働のまちづくりを推進します。
　また、まちづくりに情熱と志をもって取組んでいる市民団体等がより一層活動を活発化でき
るよう支援します。
・地方分権時代のまちづくりについて、市民とともに考え、市民と行政の協働によるまちづく
りをめざします。
　また、市民のまちづくりへの取組みや広範な活動を紹介し、情報交換や交流を深め、市民の
まちづくりの輪を広げるきっかけづくりを行うとともに、まちづくりに情熱と志のある市民を
支援します。
・今後ますます、限られた財源の中で多様化・複雑化する市民ニーズなどの行政需要に対応す
る必要がでてくる中で、市民・地域・行政などが、お互いの信頼関係を築き合い、それぞれの
特性や役割を理解し対等の関係で行政情報などを共有しながら、市民協働の担い手となる人材
の育成、行政活動への市民の積極的な参加及び市民が主体的にまちづくりに参加する市民協働
によるまちをめざします。
・市民とともに魅力ある地域づくりを進め、移住者や定住者に向けたＰＲを進めるともに、地
域おこし協力隊など地域外からの人材の活力も導入し、地域力の向上に努めます。
・地域福祉などを通じて地域の拠点づくりを進め、支え合う生き生きとした地域コミュニティ
の形成をめざします。
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●　主要施策

●　主要事業

　②協働ルームの活動推進

・未来のまちづくりに対し意見交換を行い、まちの重大事項及び緊急的に市民の意見聴取を必
要とするときに意見交換を行います。

・現在の協働のまちづくり推進事業費補助金について、協働ルーム等で本補助金の活用に係る
ご意見を聴きながらより使いやすい制度とするよう研究を行い、一層の地域づくりを促進しま
す。

・まちづくりに取り組むボランティア、自治会、市民活動団体（ＮＰＯなど）への支援を行い
ます。

・地域まちづくり団体の活発化と発展と多様なニーズに応じた組織の設立促進を進めます。

・市民と行政が市政に関して建設的な意見、要望等の交換を行い、市民と行政の協働のまちづ
くりを進めます。

・移住者や定住者の増加に向けた支援及びＰＲを広く展開するほか、地域おこし協力隊の活用
により将来地域に定着し、活躍できる人材の育成と地域力の向上を図ります。

・地区市民センターをコミュニティの拠点として位置づけ、高齢者、障がい者、親子などに開
放し、地域活動を促進します。

・本市を代表する特命大使により、農業、観光、文化、歴史などの情報を広く発信します。

・本市の主要団体とまちづくりなどの課題の意見交換を行い、対話の機会を大切にした協働の
まちづくりを推進します。

・本市にゆかりのある方々とともに、ふるさと三笠の応援と情報発信を行います。

　①未来創造会議の開催

　⑨コミュニティサポート事業

　⑩特命大使活動事業

　⑪主要団体協議会の開催

　⑫ふるさと三笠会交流事業

　③協働のまちづくり推進事業

　④まちづくり団体の活動促進

　⑤市政懇談会の開催

　⑥移住定住促進ＰＲ推進事業

　⑦地域おこし協力隊事業

　⑧遠距離通勤助成事業
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Ⅱ　行財政運営

●　現状と課題

●　基本方針

・平成２０年度から５か年契約で現在の総合行政システムを導入し運用していますが、その後
のシステム保守等が困難となることから次期総合行政システムへの移行に向けた準備が急務と
なっています。
  また、国の今後の取組みとして自治体クラウドや次世代型電子行政サービスへの移行を推進
しており、共同利用化に向けた総合行政システムの調査・研究が必要であります。
・本庁舎を含め、公共施設の多くは老朽化が進んでいるとともに、その建物に合った耐震改修
が必要とされています。現状においては、耐震診断の結果を踏まえ、使用できるものは活用す
ることとし、引き続き適正に管理していく必要があります。
・北海道主導による 「広域的な連携を活用した地域づくり検討委員会」が開催され、調査・研
究中でありますが、今後も事務の効率化に向けて引き続き他自治体と連携しながら、課題解決
に向け取組んでいく必要があります。
・職員の能力や意欲、努力の状況などを的確に把握し評価するシステムの見直しに努める必要
があります。
・政策的予算における事業実施にともなう費用対効果、緊急性、必要性、優先度を判断し、重
点的な社会基盤整備に努めます。
・広聴活動では、陳情、要望や市政懇談会、出前トーク等を実施して市民の声を広く集め、施
策に反映するように努めており、また、広報活動では、毎月1回発行している「広報みかさ」
をはじめ「ホームページ」や「愛の鐘による放送周知」など、様々なメディアを活用し提供し
ているほか、ボランティアグループの協力により、「広報みかさの音声化」を行っています。
  今後は、行政や地域の情報等の、タイムリーな情報提供手段について、情報通信技術の進歩
と関連機器の普及状況を見据え、調査・研究が必要となります。
・地方財政を取り巻く状況は、景気の低迷に伴い一段と厳しさを増しています。このような状
況にあって、地方分権が推進され、地方への税源委譲が図られる中で少子高齢化など広範囲に
わたる行政課題に的確に対応し、多様化・複雑化する市民ニーズに応えていくためには、より
一層の財政運営の適正化・効率化に努める必要があります。
・市内には小中学校の統合や目的を終えた公共施設及び遊休市有地があり、施設の維持管理費
が増加することから施設の利活用による再利用や売却が急務となっています。

・多様化、高度化する行政ニーズに対応するため、総合行政システムの効率化について研究し
ます。
・現庁舎等の行政機能を確保し、市民の目線に立った庁舎等のあり方を検討するとともに、適
正な維持管理に努めます。
・行政運営の効率化を図るための近隣市町村との広域連携による事務の執行について、関係機
関と連携した調査・研究を行います。
・職員の能力や意欲、努力の状況などを的確に把握・評価するため、客観的に評価できるシス
テムの運用に努めます。
・事業内容を市民に分かりやすく透明性をもって実施するため、積極的に行政評価制度の運用
に努めます。
・市民が必要とする情報を分かりやすく提供することや、市民の声を的確に捉えることで、市
政に関心をもってもらえるような広聴広報に努めます。
・常にコスト意識と危機意識をもって行財政運営を行い、歳入の確保に向けた取組みを進め安
定的な財政基盤を確立し、計画的・効率的な行財政運営を推進します。
・将来を育むまちの実現のため、市有地の民間販売や未利用行政財産の処分等を促進し、地域
の発展とまちの環境向上に努めます。
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●　主要施策

●　主要事業

・遊休施設の除却について、再利用のできない老朽遊休施設や販売できなかった施設について
は、まちの美観や市民生活を脅かす観点から除却に努めます。

・自治体クラウドや次世代型電子行政サービスについて調査・研究し、共同利用化による総合
行政システムへ更新します。

・庁舎等の適正管理として、行政機能の拠点である市役所庁舎等の安全性・利便性の向上を図
るとともに、建築物として適正な維持管理に努めます。

・広域連携可能な行政事務について、調査・研究を行います。

・人事評価制度について、客観的に評価できるシステムの運用に努めます。

・行政評価制度について、事業内容を市民に分かりやすく透明性をもって実施するため、積極
的に行政評価制度の運用に努めます。

・広聴・広報活動として、分かりやすい市政情報の広報に努めるとともに、今後想定される情
報通信技術の進歩と携帯情報端末機器の普及状況を見据えた、広聴・広報手段の調査・研究を
行います。

・歳入の確保として、市税等の収納率の向上や企業等の誘致、既存企業の支援による活性化を
推進します。

・未利用財産の有効活用・売却促進として、売却可能な施設等の早期売却や貸付の検討や公共
施設の転用、インターネット等を活用した売却を促進します。

・使用料・手数料の見直しを行います。

・補助金・負担金等の適正化を進めます。

・遊休施設及び遊休地の売却について、施設の有効活用等の検討を行い、再利用の予定のない
施設及び土地については、民間販売に努めます。

　①総合行政システム更新事業

　②市役所庁舎等環境整備事業

　⑦遊休施設の販売または除却の実施

　⑧遊休地の販売促進

　③人事評価制度の推進

　④行政評価制度の推進

　⑤情報通信技術の進歩に伴う広聴広報手段の研究

　⑥財政の健全化
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